
っ な し ま ふ じ お

氏 名(本 籍)綱 島 不 二 雄

学 位 の 種 類 農… 学 博 士

学 位 記 番 号 農 第229号

学 位 授 与年 月 日 昭 和58年1月13日

学 位 授 与 の 要件 学 位 規則 第5条 第2項 該 当

学 位 論 文 題 目

,複 合 経 営 の 展開 条 件 に 関 す る研 究

論 文 審 査 委 員(主 査)

教 授 菊 元 冨 雄 助 教 授 河 相 一 成

助 教 授 酒 井 惇 一

一47一



論 文 内 容 要 旨

1課 題 と方法

本論文の課題は,農 業再構成を展望す る上で,そ の一過程 として個別経営 を中心 と

す る複合経営の展開が位置つ くことを 明 らか にす ることであ る。

今 日わが国の食糧需給構造 は,現 象的 にはきわめて豊富で 多様な展開 を とげて い る

が,農 業生 産の場 にお りた場合,事 態は きわめて深刻 である。農業生産 の主要 な柱 で

あ る稲作,畜 産,果 樹はいずれ も深刻な 「過剰 」問題 に直面 して お り,し か も,近 年

の著 しい土地利用率の低下 に表徴 され るように,農 業生産の構造 的 ともいえ る後退が

つづ いてい るのであ る。 この事態を どう打開 し,本 格 的農業発展の条件を ど う構成す

るか が問われて いる時 といえ よう。

本請文 では,戦 後の農業 発展過程 を概観 し,今 日の状況を もふ まえて,今 日の小農

に具 現 され てい る技術 ・経 営の発展的側面を基礎 にす えた農業再構成 のす じ道 一 個

別経営 を中心 と した複合 経営の形成 一 を展望 しよう とす る もので ある。 したが って,

この個別経 営を中心 とす る複合 経営の展開論理を明確 にす る ことが本論文 の課題 であ

る。

この課題 に対 して は,お もに生産 力論 的視 角 と農協論的視角か ら接近を試 みる。す

なわ ち,「 米作 日本一 」技 術に代表 され る戦 後稲作生産力g発 展 に示 された農民技術

の発展性,今 日の高 度機械化段 階に対 応 して の個別複合経営の発展過程,さ らには個別

複合経 営を基礎 とす る地域農業 発展 を実現 した農 協の機 能等を具体的に究明す る こと

が,本 論文 における課題接近 の方法で あ る。

H論 点

(1)複 合経営 は,農 業経 営学で は単一経 営に対立す る概念で あ り,国 民経済 の発 展 と

ともに経営 は分化 ・分解 し,経 営単 一化が進行 す るとい うのが,一 般 的認識 であ る。

それ にもかか わ らず,複 合経営 を農業再構成 の一方 向 と して取 り上 げるのは,今 日の

日本 においては小農経営が支配 的であ ること,ま た,今 日まで の農業後退 の過程 で経

営の単一化が進行 したこ と,し たが って,農 業再構成を展望す る上で は経営複合化が

課題 とな るべ きと考え るか らで あ る。さ らに,小 農経営の発展を展望す る上 で,今 日
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は農民の主体的力量,生 産力水準 も整備されていると考えるか らである。もちろん,

今日においては,従 来までの農政路線はよ り強力に展開されており,個 別経営を中心

とす る複合経営の展開には,き わめて創造的努力が必要 とされるのである。

(2)農 業再構成における生産力的課題は,水 田高度利用体系の構築である。すなわち,

農業基本法以来の農政路線のなかで切断された耕種 と畜産の有機的結合をあ らたな段

階で再構築することである。ここで水田高度利用体系とは 「水 田裏作体系の確立か ら

田畑輪換体系への土地利用方式の発展であり,さ らに,こ の過程が小農経営における

有畜複合化の形成過程となることをめざす体系」と把えておきたい。 したがって,こ

の土地利用方式を実現する上で,小 農技術に内包された発展契機の有無の検討が必要

とされ るのである。

(3)農 業再構成を広範な現代小農をその担い手 として展望する場合,小 農経営と今 日

の高度な機械化体系との斉合性が問題 とされ る。機械化 の.「規模 の論 理」・と小 農経

営との矛盾が存在するか らである。ところで,機 械化体系の発展は,作 業 ピークの解

消,余 剰労働力の他部門への投下を可能にす るという意味で,水 田高度利用体系の発

展をもた らすといえる。そして,そ れを実現す る上で小農経営相互の共向 ・協力の関

係が,機 械の効率的利用をもた らし,複 合経営の発展を支えるのである。

(4)高 度に発展 した資本主義において,小 農経営が個別に商品市場に対応することは

困難である。小農経営の共同 ・協力の機能としての農協の役割がきわめて重要にな っ

て くるのである。農協は基本的には小農の共同 ξ協力の機能と して資本への対抗手段

た りうるとともに,一 方では資本の農業 ・農民把握の手段でもある。また,'今 日では

後者の機能が強まり独立 した企業体化傾向をつよめていることも事実である。しか し

ながら,こ れまでの資本の強収奪の過程で小農 においても農政転換 ・地域農業再建に

むけての取 り組みもおこり,農 協の民主的運営の実現を通 して,小 農と農協が相互規

定的に,地 域農業の自主的発展のための力量を蓄積してきてい ることも事実である。

農業再構成に果たす農協機能が再検討されねばな らないのである。

皿 展 開

(1)戦 後農業 の展 開過程 を小農経営 の発展にそ くして概観 す ると,1950年 代におけ る

小農経 営のあ り方,と くに稲作技術 の発 展性は注 目され る。今 日の 日本 農業に要 請 さ
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れて い る水 田高 度利用のための諸契機が,そ の経営 ・技 術の 中に萌芽的では あれ形 成

され てい たか らである。 この ことは,1949年 か ら68年 の20年 聞にわた って実施 され

た 「米作 日本一 」技 術事業 の諸成果 の中に見 出す こ とがで きるので ある。

「米作躰 一」技術は冷 日の擁 多収を薪 る主藪 術である水管理 欄 断かん

が い)と 追肥(晩 期追肥)の 技 術を生み 出 したものと してよ く知 られ てい る。 しか し,

こ うした技術が形成 され た過程 をふ りかえ った場合,こ れ ら諸技術 は,当 時の農民 の

営農努力の中か ら生 み出 され た ものであ り,米 作農 業か ら米作有畜農 業への展望の下

、で,そ の経営努力の一環 と して形成 された もの ともいえ るので ある。乾 田化をは じめ

とす る土地改良へ の積極的取 り組 み,裏 作 田にお ける水稲多収追求,早 期栽培 ととも

に晩期栽培へ の取 り組 み等,水 田高 度利用実 現の契機た りうる努力 ・実績が,こ の こ

とを如実に示 してい るので あ る。

それで は,な にゆえに こうした発 展的諸技 術が,今 日までの 日本農業の発 展 に全面

的 に適 応 されなか ったのかが 問われ ねばな らない のであ る。

この ことに関 して は,「 米 作 日本一 」技 術は,ま さに突出 した技術であ り一般化 し

え ない技術 とい う意見 もあ る。 しか し,1950年 代の農 民の意欲的事業参加状 況 を・み

るとき,こ れ ら諸技術 を単 に突 出 した技術 と して しま うわけに はいかず,む しろ,当

時の農 民の意欲 ・発展性の真体的表現 とみ るべ き と考 え るのであ る。ただ し,当 時 の

・生産 手段の発展水準 に規定 されて ,こ れ ら諸技術 は きわめて過 重な労働投下 によ って

維持 された ことは事実で,て のことが,以 降の技 術の普 及 ・平準 化にマ イナスに作用

した ことは否めない ところであ ろう。

しか しなが ら,も っとも根本的原 因は,1960年 を画期 とす る農政 の 転換 で あ る。

1950年 代の農業 発展 の過程 で,当 時の農業 関係者 は米作を発 展 させ 、その余力を飼料

作へそ して あ らたな農業発 展を展望 してい たと考 え られ る。 しか しなが ら,1960年 農

業基本法成立 とと もに,飼 料輸入 が拡大 ・強化 され,単 作化,専 作化 の経営展開が志

向 され,そ れ まで小農経営に 内包 されて いた水 田高 度利用を め ざす技 術,経 営展開の

契 機 は,そ れ以降生か されな いまま に今 自にいた ったので ある。 した が って,今 日の

農業状 況をふ まえ農業再構成を考え る場合には,小 農経営 に内包 されてい る発展 的側

面 を手 がか りとして,そ の 内容 ・方法を探 る ことが現実的であ ろう。すなわ ちそれは,

日本農業 の自然条件をふ まえた水 田高度利用農 業の展望であ り・小 農経営 におけ る水
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田高度利用,有 畜化の実現の方向である。

(2)高 度な機械化体系と小農経営の発展に関 しては,群 馬県前橋市の事例がよくその

斉合性を示 している。米麦二毛作地帯においては,大 型機械の導入,そ のための一層

の土地基盤整備(乾 田化 ・大型圃場化)は,水 稲反収を上昇させ,農 作業 ピークを解

消することによって,小 農経営における複合化を促進す る契機を作 り出した。しかも,

大型機械体系の積極的利用によって,地 域内の有機物流通は活発化 し,有 畜農家には

粗飼料を供給 し,農 地には有機物を還元するシステムが形成され,有 畜経営をより発

展させる契機を作 り出 しているのである。 ここに,有 畜複合経営展開 と高度機械化体

系の斉合性を見出す ことができるのである。

(3)個 別複合経営を中心 とする地域農業の発展における農協の役割 りの重要性は,志

和農協の発展の事例を通 じて確認することができる。志和地域農業の発展は,ま ず水

稲作の安定多収実現による経営基盤の確立,つ いで有畜化複合化の実現によってもた

らされたものである。 この過程で発揮された農協の補完機能は,稲 作安定多収のため

の技術の平準化への取 り組み,有 畜化実現のための飼養技術の徹底 ・販売対策強化で

あった。さらには,本 格的水田高度利用実現のための諸技術の先導的開甕によって,

有畜複合化の展望をより確実なものにしてきたことである。志和地域における複合経

営の展開は,小 農経営の発展性と農協機能とが相互規定的に発展 してきたことの産物

であり,こ こに現段階における小農の共同 ・協力関係の発展性をみることができるの

である。

IV結 論

これ まで述べ て きた ことか ら,今 日にお け る農業再構成 の必然 的通過点 と して,小

農経営 に依拠 した水 田高度 利用農業の展望,有 畜複合経 営展開の条件が,小 農経営 自

体 に,ま た小農 の共 同 ・協力 の関係 としての農協機 能に 内包 され てい ることが確認 で

きよ う。 ここに,現 段階 において広範 な小農を担 い手 とす る有 畜複合化 の方 向を,農

業再構 成の一 方向 と して提起 しうる もの と考え るのであ る。
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審 査 結 果 の 要 旨

わが国の稲作は,戦 後著 しい生産力の発展をとげた。終戦後間もな く,昭 和24年 より始まった

「米作 日本一」事業は,昭 和43年 まで20年 間にわたって続けられ,延40万 人にのぼる参加者があ

ったが,こ のコンクールで到達 した10a当 り収量水準は,iρ 詑 晦 に達 し(昭35年),当 時の全

国平均371鯵 をはるかに凌駕するものであった。

しかるに昭和36年,農 業基本法制定以後,わ が国の農政は,大 型機械化,規 模拡大化路線をた

どり,そ の結果 労働生産性 は著 しく向上したが,余 剰労力は農外就業に走り,「 米+兼 業」の

パタンが一般化 し,米 以外の作目,麦,大 豆類は急速に衰微し,ま た畜産は大量の輸入濃厚飼料

に依存する加工型産業と化 し,わ が国の食糧自給率を低下させ,ま た一方では,昭 和45年 以降

過剰米の発生をみ,米 の生産調整が強行される等,混 迷の度を深めたことは周知の事実である。

著者 はまず,「 米作 日本一」の技術を丹念に分析 し,そ の特色として(1)後期追肥,(2)間 断か

んがい,(3)土 壌改良,(4}水 田高度利用体系をあげ,と くに(3}(4)に,米 麦2毛 作を基本とする有

畜産複合経営の可能性を見出している。そしてかかる小農経営による集約的な技術が,基 本法農

政で忘れ去 られたことに,今 日の日本農業の混迷の原因の一つがあるとしている。

しか しそのような小農による個別複合経営への努力は決してないのではなく,著 者はその一つ

の著名な事例として,岩 手県志和農協の,米 に畜産,野 菜等を組み入れた複合経営成立の成功要

因を分析 し,今 後の日本農業の複合経営の可能性を探究 している。

以上のように著者 は,「 米作日本一」の農民的技術の中か ら今日,忘 れ去られた小農的複合経

営への途を見出 し・志和農協等の分析を通 じて複合経営展開への条件を提示 したことは,新 知見

であり,今 後の日本農業発展への重要な貢献をなすものと考えられ,学 位 を授与するに値するも

の と判断した。
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